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2014年3月27日（18：30~20:30）
文部科学省 政策評価相互研修会

（独）科学技術振興機構
人財部 上席フェロー JST-PO研修院 院長

高橋 宏

研究開発プログラムの
設計・マネジメント・評価に関する
実務的アプローチの考察

資料１
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PD/PO制度とプログラム概念の導入

平成15(2003）年 内閣府・総合科学技術会議（CSTP）は
我が国のファンディング機関にプログラムディレクター・プロ
グラムオフィサー（以降、PD/PO）制度を導入。

平成24（2012)年 12月6日 CSTPは、「国の研究開発評
価に関する大綱的指針」を改定（以降、「改定大綱的指針」）。
科学技術政策における研究開発にプログラム概念を導入。

PD/POは科学技術の研究経験を有する研究開発プログラ
ムのマネジメント人材。

PD/POがマネジメントすべき研究開発プログラムの概念整
理がなされたことで、我が国のPD/PO制度の環境は、新た
なフェーズを迎えた。
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日本（JST）の非
常勤外部招聘

PD/POが担当し
ている業務

米国など諸外国の常勤
PD/POが担当している業務

諸外国の
PO補佐業務

JST（配分機関）職員が
担当している業務

この部分を担当するJST職員はPOに相応しい
能力を有するべき → JST-PO

米国など諸外国のPD/POは常勤
CSTPの導入したPD/POの大半は非常勤

PD/POはプログラムのマネジメント人材
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POに必要な資質とJST-PO育成の考え方
（JST-PO研修院の目指しているもの）

▪研究・研究者・研究コ
ミュニティーの経験と
知識
▪研究開発能力
▪最新の研究動向の
知識と理解力

▪今後の研究動向への
洞察力

▪研究開発評価の論理と手法
及びプログラムマネジメント
▪知的財産・技術移転など
MOTの能力
▪イノベーションマネジメント
▪科学技術政策の知識と情報
収集能力
▪ファンディングの知識と経験
▪ファンディングマネジメント能力

50

50

個人として100点満点の
理想のPOの実現は困難

JST-PO
の一例 非常勤外

部招聘PO
の一例

実線部分は現在の能力。斜線部分は、POとなるた
めに新たに修得すべき能力。特に近年、研究開発
評価の論理と手法やプログラムマネジメント、イノ
ベーションマネジメントは高度化している。

70～80

70～80

非常勤外部招
聘POと、JST-
POが2人3脚
で一体化する
ことで理想の
POに近づくこ
とができる。

両者2人3脚
で理想のPO

非常勤外部招聘
POは斜線部分の
補強に困難がある。

100

POは、自分の専門領
域よりも広い領域の見
識が求められる。

管
理
知
領
域
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JSTにおけるプログラムに関するPO研修（講義と演習）
1．サイエンスイノベーションを支援するプログラムマネジメント
副題：P2M（プロジェクト・プログラムマネジメント）における

プログラムマネジメント
講師：山本秀男 中央大学教授

国際P2M学会理事 （元NTT勤務）
日時：2013年7月25日

2. 研究イノベーションプログラムの構成と設計
（行政施策・研究開発プログラム）
講師：平澤泠 未来工研理事長
日時：2013年10月17、18、20日

3．社会プログラムの設計（プランニング）・マネジメント・評価
：プログラム評価からのアプローチ
講師:安田節之 西武文理大学 准教授
日時：2014年2月13日（木）
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「改定大綱的指針」の特徴と考察する事項

研究開発プログラムとは何か。

研究開発プログラムはどのようにマネジメントすれば良いのか。

プログラムという言葉は様々な分野で使われている。以下の3分野を
考察することで、上記2つの”問い”の答えを見出す試み。

（１）行政の政策・施策管理ツールとしてのプログラム概念

（２）プロジェクトマネジメントの拡張概念としてのプログラム概念
P2M：Project & Program Management

（３）教育・介護・福祉など「社会プログラム」分野でのプログラム概念

「改定大綱的指針」のプログラム概念は、上記3分野の
プログラム概念が混在（結果として統合？）しているよう
に思われる。
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各種プログラム概念の位置関係

行政プログラム
（英：The Green Book,
米：GIPRA, PART）

企業活動
プログラム

（P2M：プロジェ
クト・プログラム
マネジメント）

社会プログラ
ム（教育、保険、
医療、福祉、etc）

改訂大綱的指針の
研究開発プログラム

プログラム

上から目線（管理
的）プログラム概念
（ノンプロフィット）

下から目線（実務
的）プログラム概念

評価やアウトカム概
念がない。
（プロフィット）

下から目線（実務的）
プログラム概念

アウトカム評価を重視、
プロジェクト・プログラ
ムの区別が希薄
（ノンプロフィット）

プログラム目的は未知
への挑戦（プログラム
目的を固定的に設定
するのは難しい）
（ノンプロフィット）

3分野のプロ
グラム概念
と共通部分
がある。
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行政の政策・施策管理ツールとしてのプログラム概念

英国のThe Green Book  ----- 英国財務省が1991年に策定。’97,’03,’11改訂。

英国政府の全ての政策・施策の効率を向上させるための方法論。アウトカム目標
を定め、ＲＯＡＭＥＦサイクルによりマネジメントすることを提唱している。

A program is defined as a group of related projects. との記述はあるが、
実際のマネジメントにおいて、必ずしも、政策、施策、プログラム、プロジェクトを区
別していない。

米国のGPRA (Government Performance Results Act  政策業績成果法) と
PART (Program Assessment Rating Tool プログラム評価採点ツール).

GPRAは米国政府の定めた法律。PARTはGPRAの目指す行政の効率化を実現
するためにOMB（大統領府行政管理予算局）が定めた行政プログラムの評価方法
論。アウトカム評価を重視。

The Green Book, GPRA, PART のいずれも 政府の政策、施策、のマネ

ジメントツールであり、科学技術政策や研究開発プログラムも含まれるがそ
れのみを対象としたものではない。むしろ、研究開発プログラムは特記事項
多く、特例（例外？）扱いされているように思われる。
PARTのAppendixにある記述 ： OMB and OSTP recognize the difficulty in predicting 
the outcomes of basic research. PARTのAppendixにある記述

（１）
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プロジェクトマネジメントの拡張概念としての
プログラム概念（P2M)

米国のＰＭＩ（プロジェクトマネジメント協会）が策定した”Project Management 
Body of Knowledge” (PMBOK) はプロジェクトマネジメントの知識体系。

PMBOKに対し、日本発のプロジェクトマネジメント標準として経済産業省の支援
を受けてＰ２Ｍ（プロジェクト・プログラムマネジメント）と呼ばれる知識体系を確立。

「プロジェクトに対する要求がしだいに複雑化、大規模化し、技術革新や市場変化
が早く、不確実性が高まる傾向にあるなか、大規模で複雑なプロジェクトは最早単
一のプロジェクトでは取り扱えず、複数のプロジェクトを統合するプログラムとして
マネジメントしなければならない。」 Ｐ２Ｍガイドブック（平成16年3月）

Ｐ２Ｍは、あらゆる分野に適用可能としているが、Ｐ２Ｍの会員は殆どが企業関係
者であり、新製品や新ビジネスの開発マネジメントツールとしての色合いが濃い。

プロジェクトマネジメントへのプログラム概念の導入は、米国でも進められていて、
「プログラムマネジメント標準」が米国のＰＭＩから発行されている。

日本の「Ｐ２Ｍガイドブック（約200頁）」、米国の「プログラムマネジメント標準(約
300頁」、いずれにも、“アウトカム”や”評価”という言葉（概念）が出てこない。
これは、この分野がプロフィットを追求する領域だからではないか。

（２）

言い換えると、”評価” や “アウトカム” という概念はノンプロフィットの領域に
おいてこそ、重要なのではないか。
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教育・介護・福祉など「社会プログラム」
分野でのプログラム概念

この分野の「プログラム評価」に関する研究論文や書籍は特
に米国において多く、プログラム評価の本流分野ではないか。

この分野では「プログラム評価」という言葉の中に、評価だけで
はなく、設計（プランニング）、マネジメント、などが含まれている。

この分野はNon-Profitの分野であり「プログラム評価」は
Non-Profitの事業（プログラム）の評価手法として位置づけ
られているように思われる。アウトカムとその評価を重視。

この分野は、プロジェクトとプログラムを必ずしも明確に区別し
ていないように思われる。

「プログラムがプログラムとして認識されるためには、その実施
目的や目指すゴールが必要で、逆に、目的やゴールがしっかり
と定まっていれば、どのような活動もプログラムと位置づけるこ
とができる」と述べられている。

（３）
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１．国の政策としての「研究開発プログラム」であり、英国のThe 
Green Bookや米国のGIPRA、PARTが対象としている政策管理
ツールとしてのプログラムの側面を有する。現に、「改訂大綱的指針
解説書」ではROAMEFサイクルが引用されている。
２．イノベーションの創出を強く意識し、産学連携など企業との協力も
視野にいれており、主として企業のプログラムマネジメント手法の性
格が強いＰ２Ｍ的発想がこめられているように思われる。

３．但し、製品化して利益を生むのは企業の役割であり、国の「研究
開発プログラム」が直接利益を生み出すことは前提としていないの
ではないか。その意味ではNon-Profitの活動であり、社会プログラ
ムとの共通性を有し、「アウトカム」や「プログラム評価」の概念を重
視している。

１．は、管理的視点が濃厚で、言わば「上から目線のプログラム概念」であり、
２．と３．は現場向けの、言わば「下から目線のプログラム概念」である。

現場における”プログラムマネジメント”にはP2Mの知識体型は参考になる。
一方、現場のための”プログラム評価“には社会プログラム分野の知見が有
用である。

「改定大綱的指針」の「研究開発プログラム」の立ち位置
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「改定大綱的指針」の研究開発プログラム概念は、前記3分
野のプログラム概念と共通部分があり、３分野のプログラム
概念、およびそのマネジメント手法は参考になる。

但し、3分野と異なり、国の研究開発プログラムの目的には
未知への挑戦という側面があり、事前に設定したアウトカム
目標を固定的に位置づけることは無理がある。

状況変化や研究開発プログラムの進捗に応じて、即ちROA
MEF (or PDCA)サイクルを回すたびに、研究開発プログラ
ムのアウトカム目標は見直すべきであり、研究開発プログラ
ムのマネジメントには、動的（ダイナミック）な対応、あるいは、
システムズアプローチが必要なのではないか。

国の研究開発プログラムは
どのようにマネジメントすべきか



13全114頁

英国、米国の行政プログラムに関する参考文献

全64頁
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P2M分野のプログラムマネジメント参考文献

全245頁
全32３頁
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社会プログラム分野のプログラム評価に関する書籍
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プログラムオフィサー
とはプログラムのマネ
ジメント人材である。

ご清聴ありがとう
ございました。



2013 年 研究技術計画学会 講演要旨 

１Ｈ０３  

研究開発プログラムのマネジメントに関する考察 

○高橋 宏、小長谷 幸、甲田 彰 （独立行政法人 科学技術振興機構(JST))

１．はじめに

 2003 年に、内閣府・総合科学技術会議は我が国

のファンディング機関にプログラムディレクター・プロ

グラムオフィサー（以降 PD・PO[後注 1]）制度を導入

した[1]。そして昨年(2012 年）12 月 6 日に内閣府・総

合科学技術会議は「国の研究開発評価に関する大

綱的指針」の改定（以降「大綱的指針」）を発表し、科

学技術政策における研究開発にプログラム概念を導

入した[2]。  

 PD・PO は科学技術の研究経験を有する研究開発

プログラムのマネジメント人材と位置づけられるが、

PD・PO がマネジメントすべきプログラムの概念整理

がなされたことで、我が国の PD・PO 制度の環境が、

新たなフェーズを迎えたといえる。 

ところで、プログラムという言葉（概念）は、日常用

語としてまた専門用語としても使われ、かつ専門用語

として使われる場合、専門分野によって微妙に定義

が異なるようである。本稿では、「大綱的指針」が影響

を受けたと思われる英国財務省の The Green Book 

及び米国OMB（大統領府行政管理予算局）の PART

（Program Assessment Rating Tool プログラム評価採

点ツール）におけるプログラム概念を考察し、続いて

プロジェクトマネジメントの分野でその拡張概念として

近年導入されたプログラム概念、また、プログラムマ

ネジメントに関し実務者レベルでの研究が数多く報

告されている教育・福祉・介護などの社会プログラム

分野でのプログラム概念を考察する。 その上で、「大

綱的指針」で導入された競争的資金による研究開発

プログラムは、どのように理解し、どのようにマネジメン

トすべきかを考察する。なぜなら、「大綱的指針」のプ

ログラム概念には、上記各分野のプログラム概念の

いずれとも類似する側面が含まれていると思われる

からである。 

２．様々な分野のプログラム概念 

2.1 一般用語としてのプログラム 

 テレビやラジオの番組表、音楽会、競技会、行事な

どの予定表はプログラムと呼ばれる。こうしたプ

ログラムも個々の番組、演目などで構成されてい

て、プログラムは関連プロジェクトの集合である

などのプログラムの基本要件を備えているが、本

稿の議論から除外する。 

 また、プログラムという言葉はコンピューター分野で

も使われる。これは、計算機に動作をさせるため用

意された、処理手順を指示する一連の命令の集ま

りであり、この場合もプログラムの基本要件を備

えているが本稿の議論から除外する。

2.2 行政予算管理ツールとしてのプログラム 

 1980 年代以降、主要先進国を中心に公的部門の

マネジメント改革が進められ、1990 年代後半、英国、

米国などで、業績予算（Performance Budget）の導入

が進められ、The Green Book や PART などの行政

施策マネジメント手法が提示され[3]、そこにおいてプ

ログラム概念が導入された。 以下に 英国の The 

Green Book と米国の PART の概略を述べる。 

2.2.1 英国政府の行政施策管理ツール 

 The Green Book [4]は "Appraisal and Evaluation in 

Central Government (英国中央政府の事前評価と中

間・事後評価)"というサブタイトルが付いており、英国

政府の政策・施策を効率的に策定し、政府内での資

源 分 配 を 促 進 す る 目 的 で 英 国 財 務 省 （ HM 

Treasury）が定めたものである。1991、1997、2003 年

に改訂が行われ、2011 にも部分的修正がなされてい

る[4]。2003 年版が、（財）農林水産奨励会によって翻

訳されている[5]。 

 「歳入、資本、規則などに関する新しい政策、プログ

ラム、プロジェクトは全て公共の利益を最大化するた

め に 、 出 来 る 限 り 包 括 的 か つ 適 切 に 評 価

(assessment) を行う必要がある」と述べられており、

資料２
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英国政府の行政活動の効率を向上させるための方

法論を示したものと理解される。 ”A program is 

defined as a group of related projects.” との記述があ

り、プログラムは関連プロジェクトの集合体と定義され

ているが、マネジメントの方法に関する議論において

は、プログラムとプロジェクトを必ずしも明確に区別し

てはいない。The Green Book の特徴は、政策、施策、

プログラム、プロジェクトのマネジメント手法として、

ROAMEF サイクルを提唱していることである。これは、

Rational( 論 理 的 根 拠 ) 、 Objective( 目 標 ) 、

Appraisal( 事 前 評 価 ) 、 Monitoring( 監 視 ) 、

Evaluation(事後評価)、Feedback（フィードバック）を

サイクル的に実施するもので、我が国の PDCA（Plan, 

Do, Check, Action）サイクルを精緻化したものと捉

えることができる。「大綱的指針」の解説書[6]の中で

ROAMEF サイクルが引用されており、「大綱的指針」

が The Green Book の影響を受けていることが伺える

が、The Green Book は、先に述べた通り、英国政府

の全ての行政施策、施策、プログラム、プロジェクトの

評価（assessment）手法を述べたものであり、科学技

術政策や研究開発プログラムも含まれるが、それの

みを対象としたものではない。科学技術政策は他の

行政施策に比べ不確定性が大きく、同一に扱うのは

無理があるが、ROAMEF サイクルを柔軟に運用する

ことで対応しているものと思われる。  なお、The 

Green Book に基づき英国教育雇用訓練省の定め

たガイダンス資料[17]、また英国通商産業省の定め

たガイダンス資料[18]、それらを（財）農林水産奨励

会が調査した報告書[19]が発行されている。 

2.2.2 米政府の行政施策（プログラム）管理ツール 

米国では政府の行政施策の業績測定のためのプ

ログラム評価を目的として、 1993 年に GPRA 

(Government Performance and Results Act、政府業

績成果法) が制定され、2002 年に OMB（Office of 

Management Budget, 大統領府行政管理予算局）に

よって PART（Program Assessment Rating Tool プロ

グラム評価採点ツール) [7]が作成され、ジョージ・Ｗ・

ブッシュ大統領により発表された。GPRA と PART に

ついては、（財）農林水産奨励会から調査研究報告

書が発行されている[16]。 

 PART は、米国政府予算の各項目を、予算の性格

に応じて次の７種類のプログラムとして分類し、評価・

格付けするものである。 

1. 連邦政府直轄プログラム（Direct Federal  

  Program) 

2. 競争的補助金プログラム（Competitive Grant  

  Program) 

3. 定額交付金プログラム（Block/Formula 

  Program)  

4. 規制プログラム（Regulatory Based Program） 

5. 固定資産・サービス調達プログラム（Capital  

  Assets and Service Acquisition Program)  

6. 融資プログラム（Credit Program) 

7. 研究開発プログラム（R&D Program) 

 いずれのプログラムに対しても、以下の 4 分野でそ

れぞれ評価のための設問が設けられており、それに

ついて、各省庁から提出された返答を OMB の審査

官がまとめて、評価を下す。 

1. Program Purpose & Design (プログラム目的と 

  設計の妥当性) 

2. Strategic Planning（戦略的計画） 

3. Program Management（プログラムマネジメント） 

4. Program Results / Accountability（プログラムの 

  成果とアカウンタビリティー） 

 即ち、PARTは政府の行政施策（プログラム）の業績

評価・改善ツールであり、科学技術政策（研究開発プ

ログラム）を含む全ての政府施策（プログラム）は、明

確な目的（アウトカム）と設計を有し、戦略的に計画さ

れ、適切にマネジメントされ、然るべき成果をあげ、か

つ説明責任を果たすべきものと位置づけられ, その

達成状況を評価する。但し、PART の Appendix

に、”OMB and OSTP recognize the difficulty in 

predicting the outcomes of basic research.” [7]との記

述があり、OMB（大統領府行政管理予算局）も OSTP

（米国科学技術政策局）も未知に挑戦する基礎研究

プログラムが、明確な成果（アウトカム）を事前に設定

することの難しさを認めている。PART[7]の本文中に

おいても、7 分類のプログラムの中では研究開発プロ

グラムに対する特記事項も多く、研究開発プログラム

を他の行政プログラムとは別格扱いしている様子が

伺える。但し、研究開発プログラムが無目的、無計画

であって良いわけではなく、研究開発プログラムのマ



 
 

  

ネジメントの難しさに配慮している様子が伺える。 
2.3 プロジェクトマネジメントの拡張概念としての

プログラム 

米国の非営利団体 PMI (Project Management 

Institute、プロジェクトマネジメント協会) が策定し

た ”Project Management Body of Knowledge” 

(PMBOK) によれば、プロジェクトマネジメントは、プロ

ジェクトの目的と範囲、時間、コスト、品質、人的資源、

コミュニケーション、リスク、調達、統合の９つの観点

でマネジメントを行う必要があるとされ、この考え方は

世界中の様々な分野で広く受け入れられている。 
 日本では経済産業省の支援を受けて日本発のプロ

ジェクトマネジメント標準を確立する試みが進められ、

P2M (プロジェクト・プログラムマネジメント)と呼ばれる

知識体型が作られている。即ち P2M はプログラム概

念を付加したプロジェクトマネジメントツールと位置づ

けられる。多くの成書が出版されているがそのオリジ

ナルと思われる「P2Mガイドブック」[8]には、「プロジェ

クトに対する要求がしだいに複雑化し、大規模化し、

技術革新や市場変化が早く、不確実性が高まる傾向

にあるなか、大規模で複雑なプロジェクトは最早単一

のプロジェクトでは取り扱えず、複数のプロジェクト

を統合するプログラムとしてマネジメントしなければな

らない」と記述されている。プログラムは、「全体使命

を実現する複数のプロジェクトが有機的に結合された

事業である」と定義され、「プログラムマネジメントは、

プロジェクト間の関係性や結合を最適化して全体価

値を高め、使命を達成する統合活動にある。プログラ

ムマネジメントの基本的な活動は、プロジェクトマネジ

メントの上位にあって、プロジェクト間の構造や相互

作用の仕組みを理解し、外部環境の変化に自主的

に先見性をもって革新的に対応することである」と記

されている。  
 P2Mのようにプロジェクトマネジメントの拡張概念とし

てのプログラム概念の導入は、米国においても進め

られていて、米国の PMI から出版されている「プログ

ラムマネジメント標準」[9]では、「プログラムマネジメン

トはプロジェクトの相互依存関係に焦点を当て、それ

らをマネジメントする最適の方法を決定することを助

ける」あるいは、「プログラムマネージャーは、プロジェ

クト間の活動を調整するが、個々のプロジェクトを直

接マネジメントすることはない」と述べられている。 
 P2M ガイドブック[8]及び「プログラムマネジメント標

準」[9]にはアウトプットという言葉は出てくるがアウトカ

ムという言葉（概念）が出てこない。また、評価という言

葉（概念）も出てこない。これはこの分野がプログラム

概念を付加しつつも基本的にプロジェクトマネジメン

トを指向しているためと解釈される。 
2.4 社会プログラム分野のプログラム 

 教育や介護、福祉サービスなどの分野のプログラム

は社会プログラムと呼ばれており、プログラム研究者

の多くはこの分野を研究対象としており論文や書籍も

多数発表されている。日本語の書籍として、 「プログ

ラム評価」[10]、「プログラム評価入門」[11]、「プログラ

ム評価の理論と方法」[12]、「プログラム評価研究の

方法」[15]、などがあり、タイトルが示すように"プログ

ラム評価"を中心に議論されているが、評価するため

にはプログラムは設計され、明確な目的を有し、マネ

ジメントされていなければならないとされ、プログラム

マネジメントの全体が議論されている。この分野での

プログラムは、「何らかの問題解決や目標達成を目的

に人が中心となって行う実践的介入」と定義され、ま

た「プログラムがプログラムとして認識されるためには、

その実施目的や目指すゴールが必要で、逆に、目的

やゴールがしっかりと定まっていれば、どのような活

動もプログラムと位置づけることができる」と述べられ

ている[12]。 さらに、「政策、施策、事業、プロジェク

トのように人が中心となって活動や支援を展開するも

のも含まれ、行政機関による体系化された枠組みの

なかでは、政策レベル、施策・事業レベル、実務事業

レベルというような三層構造として定義される」とも記

されている[11]。この分野のプログラム概念の特徴と

して”プログラムは関連するプロジェクトの集合体”と

いう概念が希薄なことである。また、この分野は

Non-profit の分野であり、利益追求の分野ではない。

企業活動など利益追求事業の場合、その事業のパ

フォーマンスは、利益の多寡で評価される。しかし、

社会プログラム分野は、利益の多寡でパフォーマン

ス評価は出来ず、成果（アウトカム）の評価手法が重

要となる。評価目的として、１．アカウンタビリティーの

ため、２．プログラムの改善・質向上のため、３．プログ

ラムの価値判断のため、４．評価研究のため、の 4 項



 
 

  

目が挙げられている[10]。こうした背景から、プログラ

ムの目的設定の重要性、研究開発分野での中間評

価に対応する形成的評価（formative evaluation)と事

後 評 価 に 対 応 す る 総 括 的 評 価 （ summative 

evaluation)の違い、また、アウトプット、アウトカム、イ

ンパクトの其々の定義、など研究開発プログラムのマ

ネジメントを理解する上で参考となる知見が多く提示

されている。ちなみに、「形成的評価は、主にプログラ

ムの導入ステージに実施されプログラムの問題点を

探し、それを解決、改善し、プログラムをより効果的に

形作っていくことを目的とし、総括的評価はステーク

ホルダー等へのアカウンタビリティー等を目的として、

プログラム実施の最終段階及び終了後にプログラム

の効果を検証する評価形式である」とされている。 

 

３．「大綱的指針」のプログラム概念と他分野

のプログラム概念の比較 

 第 2 節で説明した３分野（2.2、2.3、2.4）はプログラ

ム概念の基本は共有しつつも、プログラムマネジメン

トの実践においては異なる部分も少なくない。「大綱

的指針」が対象とする研究開発プログラムはこれら 3

分野の特徴を兼ね備えた分野であると考えられる。 

 「大綱的指針」は内閣府が国家予算に基づく研究

開発に関する評価指針を定めたものであり、科学技

術予算の管理ツール的側面を有し、そこでのプログ

ラム概念は 2.2 で説明した、The Green Book や

PART のプログラム概念と共通性を有する。一方、国

の研究開発プログラムは企業等の研究開発と異なり、

未知への挑戦であり、新たな"知"を求める活動であり、

必ずしも最終的に利益(profit)を生み出すものばかり

ではなく、その意味では2.4に記述した"社会プログラ

ム"的側面も有している。さらに、近年の世界的な傾

向として、国の研究開発プログラムに対してもイノベ

－ションへの期待が大きく、その意味では、主として

新製品や新ビジネスの開発を指向する 3.3 で述べた

Ｐ２Ｍのプログラム概念に近い側面も有している。即

ち、「大綱的指針」の研究開発プログラムは多様な側

面を有しており、その理解のために上記3分野のプロ

グラム概念の比較考証は有意義であると思われる。 

 

４．プログラムマネジメントの動的な要素。 

 第 2 節で述べたいずれのプログラム概念において

も、基本的にプログラムは明確で客観性があり、測定

可能な目標を設定すべきこと、そして評価はその目

標の達成度として、アウトカムの評価をすべしと述べ

られている。但し、ここで、目標の設定や評価には動

的（dynamic）な要素が含まれていることを考察する。 

 The Green Book では、当初設定した目標を一度

の ROAMEF サイクルで達成することを求めてはいな

い。ROAMEF サイクルの結果、目標は修正され、再

度 ROAMEF サイクルが実施され、サイクルが一周す

る毎に問題解決に近づいていく改善プロセスと位置

づけられている。また、PART においても、未知に挑

戦する研究開発プログラムが具体的で測定可能なア

ウトカム目標を設定することの難しさは当局によって

理解されており、このことは、研究開発プログラムの目

標設定は外部環境の変化、また研究開発の進展に

応じて柔軟であるべきことを示唆している。P2M にお

いても、「プログラムマネジメントは、全体使命を達成

するために、外部環境の変化に対応しながら、柔軟

に組織の遂行能力を適応させる実践力である」と記さ

れている。社会プログラム分野においても「プログラム

の目標は期待されるアウトカムであるが、アウトカムは

プログラムによって出て(out)来る(come)ものであるた

め、プログラムの目標は方向性を示す動詞、即ち、ア

クション志向のある動詞(action-oriented verb)で表

現することが重要である」と記されている[10]。 
 また、平澤は、プログラムマネジメントにシステムズ

アプローチを導入し、環境変化に対応すべきことを

提唱している[14]。 

こうした一連の傾向は、研究開発プログラムのマネ

ジメントには動的(dynamic)思考が重要であることを示

していると言えるのではないか。ちなみに、”dynamic 

program management” あるいは”dynamic program 

evaluation”というキーワードでインターネット検索する

と多数がヒットするが殆どが米国発の情報である。 

 

5. 公的資金による研究開発プログラムを PD・

PO はどのようにマネジメントすれば良いのか 

 Ｐ２Ｍ[8]によれば、「プログラムマネジメントの基本

的な考え方は、プログラムの全体価値を向上させる

ために、広い視野と高い視点によって、関連するプロ



 
 

  

ジェクトの統合を図る実践力を目指すこと」とされてい

る。 さらに、「統合活動には、プログラムが内包する

全てのプロジェクト間における計画(planning)、整合

(coherence)、監視(monitoring)、介入(intervention)、

調整(coordination)、選択権(alternative selection)、

変更(change)、などを行使して、外部環境の変化にプ

ロジェクトの組織能力を適応させることを役割とする」  

と記されている。即ち、プログラムマネジメントとは、複

数のプロジェクトを内包するプログラムを設計し、事前

評価し、中間評価及びモニタリングをし、事後評価を

し、その結果を、次のプログラム設計に生かして、より

良いプログラム成果を得ようとする一連の努力行為と

理解される。この場合、プロジェクトの選定こそがプロ

グラムの成否を左右する最重要事項と思われる。 

5.1 プログラム設計とプロジェクト選択の重要性 

 プログラムマネジメントは、内包するプロジェクトがプ

ログラムの目指す方向において最大の成果をあげる

よう環境整備を行うが、プロジェクトのマネジメントは

プロジェクトマネージャーの役割である。従って、プロ

グラムマネジメントの最も重要な役割は、プログラムの

目標を定め、その目標を実現しうるプロジュクトの選

定やその組み合わせなどプログラムの全体計画を設

計しマネジメントすることである。 

5.2 プログラムマネージャーとプロジェクトマネージ

ャーの関係 

 2.3 で述べたように P2M では、プログラムマネジメ

ントをプロジェクトマネジメントの上位に位置づけてい

るが、これは両者の役割の違いについて述べたもの

と思われる。Jack S. Duggal [20]は、プログラムマネー

ジャーの役割は戦略（strategy)を、プロジェクトマネジ

メントの役割は戦術（tactics)をたてることであり、夫々

の位置づけとして、プログラムマネージャーは建築家

（architecture)に対応し、プロジェクトマネージャーは

技術者(engineer)に対応すると述べている。興味深い

比喩であり、プログラムマネージャーにはプロジェクト

マネージャーとは異なる資質が求められていることを

示唆している。 
  

６．考察とまとめ 

 The Green Book や PART では、行政の予算管理

ツールとしての言わば”上から目線”のプログラム

概念が述べられている。一方、社会プログラムや

P2M のプログラムは、実務者のマネジメントツー

ルであり、実際にプログラムのマネジメントを自

ら実施している研究者や実務者が経験に基づい

て記述した書籍や論文が多数出版されている。言

ってみれば"下から目線"のプログラム概念であり、

PD・PO などプログラムマネジメントの実務に携

わる人材にとって、参考になる知見が少なくない。 
国の研究開発プログラムは、研究者の好奇心に

基づくボトムアップ型の研究開発プログラムと、

課題解決型のトップダウン型の研究開発プログ

ラムに分類されることが多いが、両者における実

際のプログラムマネジメントの手法は異なると

思われる。ボトムアップ型の研究開発プログラム

は、社会プログラムのマネジメント手法が参考に

なり、トップダウン型研究開発プログラムは P2M 
のマネジメントが参考になるのではないか。特に、

トップダウン型研究開発プログラムは、社会に役

に立つ新技術などを目指してはいるが、実際に技

術シーズから新製品を生み出すのは企業の役割

であり、企業との連携が強く求められる。その意

味でも、主として、新製品や新ビジネスを目指す

活動の成功確率を高め成功の質を高めるための

方法論である P2M のプログラムマネジメント手

法は、課題解決型研究開発プログラムのマネジメ

ントに携わる PD・PO にとっても有用な知識体系

と思われる。但し、国の研究開発においては、プ

ロジェクトマネージャー（主として大学の研究

者）とプログラムマネージャー（あるいはプログ

ラムオフィサー：主として配分機関所属）は通常

所属組織が異なる。企業内プログラムなどの場合

は両者は同じ組織に所属すると思われるが、これ

は、現実にプログラムマネジメントを遂行する上

で大きな相違点である。即ち、国の研究開発プロ

グラムのマネジメントを担当する場合は、「大綱

的指針」、The Green Book、PART , 社会プログラ

ム分野、P2M 分野のプログラム概念を学びつつ、

担当するプログラムに最適なプログラムマネジ

メントを創り出していく必要がある。その意味で、

プログラムマネジメントはルーティン業務では

なく、専門性の高い、創造的業務であり、その実



 
 

  

施にはプログラムマネジメントに関する学習と

訓練が必要であり、プログラムマネージャー（or 
プログラムオフィサー）育成の研修制度は重要と

思われる。 
（後注１） 

 PD・PO（プログラムディレクター・プログラムオフィサ

ー）という言葉の使い方が、日本と米国で若干異なる

ようである。日本では、研究経歴のあるファンディング

マネジメント人材をPOと呼び、そのPOを束ねる人材

を PD と呼んでいるが、米国では、日本の PO に相当

する人材を PM（プログラムマネージャー）あるいはＰ

Ｄ（プログラムディレクター）と呼び、ＰＤは上級ＰＭと

いうような位置づけであり、ＰＭを束ねる人材という位

置づけでは無いと思われる。ＰＤやＰＭを束ねる人材

としては、ＤＤ（ディビジョンディレクター）などの肩書

きがあり、ＰＭ，ＰＤ，ＤＤ などの総称としてＰＯという

言葉が使われているようである。但し、これもファンデ

ィングエージェンシーが異なると微妙に状況は異なる

ようである。 
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